


◆新規免許について
宅地建物取引業を営もうとする者は、国土交通大臣又は都道府県

知事の免許を受けることが必要です。

１の都道府県に事務所を設置する場合は都道府県知事の免許を、

２以上の都道府県に事務所を設置する場合は国土交通大臣の免許を

受けることになります。なお、免許の有効期間は５年です。

（宅地建物取引業法第３条第１項及び第２項）

※欠格要件に該当する者は、免許を受けることができません。

（欠格要件の詳細は、次頁参照）

◆免許更新について
宅地建物取引業の免許更新は、免許有効期間満了日の９０日前か

ら３０日前までに手続きを行ってください。

（宅地建物取引業法第３条第３項及び同施行規則第３条）

※免許の有効期間を経過したときは、免許の更新ができません

のでご注意ください。営業を継続しようとする場合は、新規

免許を受けなければなりません。この場合は、免許されるま

での間は営業できません。

◆変更届の提出について
宅地建物取引業法第８条第２項第２号から第６号までに掲げる事

項について変更があった際には、国土交通省令の定めるところによ

り３０日以内に免許庁へ届け出なくてはなりません。

届出の際には29ページの変更届出等書類一覧説明書にしたがって

書類をそろえて土木事務所に提出してください。

※宅地建物取引士資格登録の変更申請等（宅地建物取引士自身が

行う手続き）は、群馬県県土整備部 住宅政策課 宅建業係へ直接

提出してください。

※免許業者の変更届によって、宅地建物取引士資格登録は自動的

に変更となりません。別途、変更手続を行ってください。















６．免許申請に必要な書類一覧（とじ順）

◎ 書類は、この順番に綴じてください。

添付の有無

順番 書 類 の 名 称 手引き

法人 個人 該当ﾍﾟｰｼﾞ

１ 免許申請書（第１面～第５面） ○ ○ P12~15

２ 案内図 ○ ○ P16

３ 宅地建物取引業経歴書‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥添付書類(1) ○ ○ P17・18

４ 納税証明書（様式その１・納税額用） ○ ○ P8

５ 決 算 書 ○ × P19

６ 誓 約 書‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥添付書類(2) ○ ○ P8

７ 専任の宅地建物取引士設置証明書‥‥‥‥‥‥‥‥添付書類(3) ○ ○ P8

８ 宅地建物取引士証の写し ○ ○ P8

９ 相談役・顧問 ５％以上の株主（出資者）の名簿…添付書類(4) ○ × P8

１０ 略 歴 書‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥添付書類(6) ○ ○ P20

１１ 身分証明書 ・ 誓約書（外国人のみ） ○ ○ P9・21

１２ 東京法務局の登記事項証明書 ○ ○ P22

１３ 登記事項証明書(商業登記簿謄本) ○ × P9

１４ 住 民 票 （個人番号が記載されていないもの） × ○ P9

１５ 資産に関する調書‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥添付書類(7) × ○ P23

１６ 宅地建物取引業に従事する者の名簿‥‥‥‥‥‥‥添付書類(8) ○ ○ P24

１７ 事務所を使用する権原に関する書面‥‥‥‥‥‥‥添付書類(5) ○ ○ P25

１８ 事務所の写真 ○ ○ P10

１９ 返信用封筒（角２封筒に宛先明記、４７０円分※の切手貼付） ○ ○ P10
※ 返信用封筒は、綴じ込む必要はありません。

免許申請書に添えて、土木事務所に提出してください。

６











７．記入上の注意（各面に共通するものについて）

・各面にある『申請時の免許証番号』の欄は新規申請の場合は記入しないでください。

（ただし、免許換えによる申請の場合は現行の免許証番号を記入してください。）

・＊印の欄は記入しないでください。

・数字はすべて１マス１文字とし、右詰めで記入してください。

記 入 例

① 役名コード ０ １ ② 登 録 番 号 １ ０ ０ ５ ４ ３ ２ １

フ リ ガ ナ ク ゛ ン マ タ ロ ウ

③ 氏 名 群 馬 太 郎 確認欄

④ 生 年 月 日 Ｓ ２ １ 年 ０ ５ 月 ０ ５ 日 ＊

① 役名コード（１４ページ参照）は法人のみ該当するコードを記入してください。

（個人業者は記入不要）

② 登録番号は宅地建物取引士である場合に、宅地建物取引士の登録番号を記入してくだ

さい。専任の宅地建物取引士でなくても必ず記入してください。

③ 氏名の欄はフリガナの部分にカタカナで１マス１文字としますが、濁点、半濁点につ

いても１マスとして記入してください。

フリガナ、氏名の欄はどちらも姓と名前との間は１マスあけて記入してください。

④ 生年月日は上記のように数字を記入してください。一番左の元号を記入する欄には下

記の要領にしたがって英文字を記入してください。

Ｍ－明治 Ｔ－大正 Ｓ－昭和 Ｈ－平成 Ｒ－令和

◆所在地（市区町村コードおよび所在地について）

市区町村コードはコード表（４３頁に一部抜粋）で調べて記入してください。

所在地市区町村コード記入欄の右側には、市区町村コードで表される市区町村

名を都道府県名から記入してください。所在地の欄には、市区町村名に続く町名

から記入してください。

群馬県以外のコードについては、
県土整備部 住宅政策課 宅建業係へお問い合わせください。
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記 入 例

別記

様式第一号（第一条関係） （Ａ４）

１ １ ０

免 許 申 請 書
（第一面）

宅地建物取引業法第４条第１項の規定により、同法第３条第１項の免許を申請します。

この申請書及び添付書類の記載事項は、事実に相違ありません。

令和 ××年 ○月 ×○日

地方整備局長

北海道開発局長 殿

群 馬 県 知 事 ①
申請者 商号又は名称 株式会社 群馬県

郵 便 番 号 （371-8570）

主たる事務所の
群馬県前橋市大手町一丁目１番１号所 在 地

氏 名 代表取締役 群 馬 太 郎

（法人にあっては、代表者の氏名）

電 話 番 号 （０２７）２２３－１１１１

ﾌ ｧ ｸ ｼ ﾐ ﾘ 番 号 （０２７）２２３－××××

新規の場合は空欄

受付番号 受付年月日 申請時の免許証番号

＊ ＊ １ ０ （５） ２ ７ ２ ４ ３

（有効期間：××年 ×月××日～○○年 ○月○○日）

↓この欄は記入不要

国土交通大臣免許の 免許換え後の ＊免 許 証 番 号 （ ）第 号群馬県知事
種類 1.新規 免許権者コード

＊免 許 年 月 日 年 月 日
② ３ 2.免許換え新規

年 月 日 から3.更新 ＊有 効 期 間 年 月 日 まで

項番 ◎商号又は名称
法人・個人の別④

③ 11 カ フ ゛ シ キ カ ゛ イ シ ャ ク ゛ ン マ ケ ン
フリガナ 1.法人

１
2.個人

商号又は 株 式 会 社 群 馬 県 確認欄

名 称 ＊

◎代表者又は個人に関する事項 宅地建物取引士登録をしている場合に記入する

⑤ 12 役 名 コ ー ド ０ １ 登録番号 １ ０ ０ ５ ４ ３ ２ １

フ リ ガ ナ ク ゛ ン マ タ ロ ウ

氏 名 群 馬 太 郎 確認欄

生 年 月 日 Ｓ ２ １ 年 ０ ５ 月 ０ ５ 日 ＊

◎宅地建物取引業以外に行っている事業
がある場合にはその種類

◎所属している不動産業関係業界団体がある場合にはその名称⑦
⑥ 13 兼 １ １ 不動産賃貸業 昭和

業 ０ １ (一社)マンション管理業協会 （加入： **年 *月**日）
コ １ ２ 不動産管理業 所ー

属 （加入： 年 月 日）

ド 団
体 （加入： 年 月 日）

⑧◎資本金（千円） コー

（加入： 年 月 日） 確認欄
億 千万 百万 十万 万 千 ド
１ ５ ０ ０ ０ （加入： 年 月 日） ＊
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第 一 面 の 記 入

（１２ページの記入例とあわせて読んでください。）

① 商 号 又 は 名 称 法人の場合は登記事項証明書(商業登記簿謄本)の商号と同一のもの
を略さず記入してください。個人業者の場合は屋号を記入してくだ
さい。

所 在 地 法人の場合は登記事項証明書(商業登記簿謄本)に記載された所在地
と一致させてください。

② 免 許 の 種 類 新規の場合は「１」を免許換え新規の場合は「２」を更新の場合は
「３」を記入してください。免許換え新規の場合は、右側の『免許
替え後の免許権者コード』も記入してください。

③ 商 号 又 は 名 称 記入例の要領にしたがって略さず記入してください。

④ 法人・個人の別 法人は「１」を、個人業者は「２」を記入してください。

⑤ 代表者又は個人 細かい点については１１ページの記入例にしたがって記入してくだ
に関する事項 さい。

⑥ 兼 業 コ ー ド 宅地建物取引業の他に兼業がある場合は、下表よりあてはまる２ケ
タの数字を記入してください。宅地建物取引業の他に行っている事
業がない場合には「５０」を記入してください。

01 農 業 06 製 造 業 11 不 動 産 賃 貸 業

02 林 業 07 電気･ガス･熱供給･水道業 12 不 動 産 管 理 業

03 漁 業 08 運 輸 ・ 通 信 業 13 サ ー ビ ス 業

04 鉱 業 09 卸売・小売業・飲食業 14 そ の 他

05 建 設 業 10 金 融 ・ 保 険 業 50 兼 業 な し

⑦ 所属団体コード 現在所属している不動産関係業者団体があれば下表よりあてはまる
２ケタの数字を記入してください。所属している団体がない場合は
「５０」を記入してください。

01 （一社）マ ン シ ョ ン 管 理 業 協 会 11 （一社）不 動 産 流 通 経 営 協 会

（公社）全国宅地建物取引業協会連合会
04 12 そ の 他

の 会 員 で あ る 各 協 会

（一社）全 国 住 宅 産 業 協 会 又 は
05 （公社）全 日 本 不 動 産 協 会 13

そ の 会 員 で あ る 各 協 会

（一社）日 本 ビ ル ヂ ン グ 協 会 連 合 会
09

の 会 員 で あ る 各 協 会

10 （一社）不 動 産 協 会 50 所 属 団 体 な し

※ （一社）群馬県宅地建物取引業協会は『０４』です。

⑧ 資 本 金 千円単位で右詰めで記入してください。個人業者はこの欄の記入は
不要。
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第 二 面 の 記 入

◇ このページは法人業者のみが記載してください。（個人業者は記入不要）

◇ 登記事項証明書(商業登記簿謄本)の役員欄に記載されている役員は、もれなく全員記

載してください。（監査役も含む。）

◇ ただし、第一面に記入した代表者については、第二面では記載しないでください。

◇ 役員の人数が多く、１枚では書ききれない場合は用紙をコピーし、追加してください。

◇ 記入についての細かい点は１１ページの記入例を参照し、記入してください。

記 入 例

（第二面）

１ ２ ０

受付番号 申請時の免許証番号 第一面と同じ

＊ １ ０ （５） ２ ７ ２ ４ ３

項番 ◎役員に関する事項（法人の場合）

21 役 名 コ ー ド ０ ２ 登 録 番 号

フ リ ガ ナ マ エ ハ ゛ シ ハ ナ コ

氏 名 前 橋 花 子 確認欄

生 年 月 日 Ｓ ２ ５ 年 １ １ 月 ０ ３ 日 ＊

宅地建物取引士登録をしている場合に記入する

21 役 名 コ ー ド ０ ２ 登 録 番 号 １ ０ ０ ８ ８ ８ ８ ８

フ リ ガ ナ サ ワ イ チ ロ ウ

氏 名 佐 波 一 郎 確認欄

生 年 月 日 Ｔ １ ３ 年 ０ ２ 月 １ １ 日 ＊

① 役名コード この欄には下表より当てはまる２ケタの数字を記入してください。

01 代表取締役 05 社 員 13 代 表 執 行 役
（株式会社・有限会社） （持分会社） （株式会社）

02 取 締 役 07 理 事 14 執 行 役
（株式会社・有限会社） （株式会社）

03 監 査 役 08 監 事 15 会 計 参 与
（株式会社・有限会社） （株式会社）

04 代 表 社 員 09 そ の 他
（持分会社）

平成１８年５月の会社法施行により、コード番号が一部変更されています。

※ 代表取締役が複数存在するときには、そのすべての者について「０１」を記入すること。

※ 農業協同組合法等に基づく代表理事の場合には、「０１」を記入すること。
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第 三 面 ・ 第 四 面 の 記 入

◇ 第三面・第四面は店舗ごとに作成してください。

◇ 従たる事務所がある場合については、事務所を代表する者を政令第２条の２で定める
使用人として定め、第三面の項番３２の欄に記入してください。

◇ 第四面は、専任の宅地建物取引士の数が多い場合の追加として使用してください。
また、第四面も第三面に合わせて事務所ごとに作成してください。

◇ 記入については下記の要領にしたがって記入してください。第四面の記入についても
下記の要領にしたがって記入してください。

◇ 用紙が不足しそうな場合は、あらかじめコピーを用意しておいてください。

記 入 例

（第三面）

１ ３ ０

受付番号 申請時の免許証番号 第一面と同じ

＊ １ ０ （５） ２ ７ ２ ４ ３

項番

30 事 務 所 の 別 １ １．主たる事務所 ２．従たる事務所 ＊ 事務所コード

事 務 所 の 名 称 本 店

◎事務所に関する事項

31 郵 便 番 号 ３ ７ １ ８ ５ ７ ０

所在地市区町村コード １ ０ ２ ０ １ 群 馬 都道府県 前 橋 市郡区 区町村

大 手 町 一 丁 目 １ 番 １ 号
所 在 地

電 話 番 号 ０ ２ ７ － ２ ２ ３ － １ １ １ １ 確認欄

従事する者の数 ３ ＊

◎政令第２条の２で定める使用人に関する事項

32 登 録 番 号

フ リ ガ ナ

氏 名 確認欄

生 年 月 日 年 月 日 ＊

◎専任の宅地建物取引士に関する事項

41 登 録 番 号 １ ０ ０ ５ ４ ３ ２ １

フ リ ガ ナ グンマ タロウ

氏 名 群 馬 太 郎 確認欄

生 年 月 日 Ｓ ２１ 年 ５ 月 ５ 日 ＊
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◆「事務所付近の地図（案内図）」作成例

Ｎ

至 ○○○○

○○不動産㈱

本店

○○中学校 ○○クリーニング

国 道

○ ○○銀行Ａ町支店

○

通

り

○○デパート

○○スーパー

Ａ 駅

←至Ｃ駅 至Ｂ駅→

最寄駅（○○線Ａ駅）から徒歩８分
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添付書類 (１ )第一面の記入について

記 入 例 添 付 書 類 (1) （Ａ４）

（第一面）

宅 地 建 物 取 引 業 経 歴 書

１．事業の沿革

最初の免許 組 織 変 更

昭和62年 4月 6日 平成 5年 3月 5日 年 月 日 年 月 日 年 月 日 年 月 日 年 月 日

㈱○△興産から
群馬県知事 ㈱群馬県に商号

変更

※「最初の免許」の欄は、新規で免許を受けたときの免許年月日と免許権者を記入すること。（新規申請の場合は「新規」と記入）

法人＝事業年度、個人＝歴年で記入
２．事業の実績 初回更新の場合は、免許有効期間の開始日を記入
イ.代理又は媒介の実績

21年12月 1日から 22年12月 1日から 23年12月 1日から 24年12月 1日から 25年12月 1日から
期 間 22年11月30日まで 23年11月30日まで 24年11月30日まで 25年11月30日まで 26年11月30日まで

の１年間 の１年間 の１年間 の１年間 の１年間

種類 売買・交換 貸 借 売買・交換 貸 借 売買・交換 貸 借 売買・交換 貸 借 売買・交換 貸 借内容

（売買） ３ １ ５

件 数
（交換） １

宅

価額
(千円) 173,100 50,000 210,000

地
4,602,000 1,560,000 5,830,000

手数料
530,000 手数料は円単位

件 数
１８ １３ ２

建

価額
(千円)

物

手数料
810,000 693,000 31,000

宅
件 数

地

及 価額
(千円)

び

建
手数料

物

３ １ ５

件 数
１ １８ １３ ２

合

価額
(千円) 173,100 50,000 210,000

計
4,602,000 1,560,000 5,830,000

手数料
530,000 810,000 693,000 31,000

※ 法人の場合は事業年度により、個人の場合は暦年により作成すること。

この１年間分については決算書の数字と照合します。
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添付書類 (１ )第二面の記入について

記 入 例

（第二面）

初回更新の場合は、免許有効期間の開始日を記入
ロ.売買・交換の実績 金額欄は全て千円単位です。

期 間 21年12月 1日から 22年12月 1日から 23年12月 1日から 24年12月 1日から 25年12月 1日から
22年11月 30日まで 23年11月 30日まで 24年11月 30日まで 25年11月 30日まで 26年11月 30日まで

種 類 の１年間 の１年間 の１年間 の１年間 の１年間

宅 件 数

地 価額(千円)

売 建 件 数

物 価額(千円)

建及宅 件 数 ５ １

却 物び地 価額(千円) ２５０，０００ ８５，０００

合 件 数 ５ １

計 価額(千円) ２５０，０００ ８５，０００

宅 件 数 ５ １

地 価額(千円) ２００，０００ ３，８００

購 建 件 数 ２

物 価額(千円) １００，０００

建及宅 件 数 １

入 物び地 価額(千円) ９０，５００

合 件 数 ５ ３ １

計 価額(千円) ２００，０００ １９０，５００ ３，８００

宅 件 数

地 価額(千円)

交 建 件 数

物 価額(千円)

建及宅 件 数

換 物び地 価額(千円)

合 件 数

計 価額(千円)

↑

この１年間分については決算書の数字と照合します。（千円未満切捨）

備 考

１ 新規に免許を申請する者は、「最初の免許」の欄に「新規」と記入すること。

２ 「組織変更」の欄には、合併又は商号若しくは名称の変更について記入をすること。

３ 「期間」の欄には、事業年度を記入すること。

４ 「売買・交換」の欄には、上段に売買の実績を、下段に交換の実績を記入すること。
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決 算 書 に つ い て

【法人申請の場合のみ】

■ 法人で免許を申請する場合のみ添付してください。

※商号が確認できる決算書の「表紙」も添付してください。

◆ 新規免許申請の場合

存続法人 申請直前１か年分の 「貸借対照表及び損益計算書」を添付する。

※必要に応じて別に内訳を求めることがあります。

新設法人 会社設立の年月日を記入した 「開始貸借対照表」を作成し、添付する。

（注）いわゆる休眠法人であった法人は、必要書類について県住宅政策課 宅建業係へ

事前にご相談ください。

法人設立時の「開始貸借対照表」の作成例

開始貸借対照表

※会社設立の年月日を記入する。 平成○年○月○日現在

資 産 負 債 ・ 資 本

科 目 金 額 科 目 金 額

現金 １５，０００，０００円 資本金 １５，０００，０００円

合 計 １５，０００，０００円 合 計 １５，０００，０００円

商 号 又 は 名 称
氏 名
(法定代理人氏名)

◆ 更新免許申請の場合

◇ 申請直前１か年分の「貸借対照表及び損益計算書」を添付する。

◇ 宅地建物取引業経歴書に記載された金額と照合するので、業経歴書の金額と決算書の金額が

一致しない場合は、下記の記入例のように（ ）で内書きしたり明細をつけるなど、分かりや

すくしておくこと。

「損益計算書」の記入例

損益計算書

自 平成22年12月１日

至 平成23年11月30日（単位:円）

（売上高）

売 上 高 ９２，０９１，０００ 手数料 5,861,000

売 却 85,000,000

（売上原価）

売 上 原 価 ４，６６１，０００ （ 購 入 3,800,000 ）
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添 付 書 類 ( 6 ) の 記 入 に つ い て

記 入 例 添 付 書 類 (6) （Ａ４）

略 歴 書

住 所 群馬県前橋市△△町１－２－３－４０５
電話番号（０２７）＊＊＊－＊＊＊＊

(ﾌ ﾘ ｶ ﾞ ﾅ ) ｸﾞﾝ ﾏ ﾀ ﾛｳ
氏 名 群 馬 太 郎 生年月日 昭和 ２１ 年 ５ 月 ５ 日

職 名 代表取締役、専任の宅地建物取 登録番号 １０－０５４３２１
引士

期 間 従 事 し た 職 務 内 容

自 昭和44年 4月 1日

至 昭和62年 1月 31日 ○×商事 株式会社 勤務（営業）

自 昭和62年 2月 1日 株式会社 群馬県 設立

至 年 月 日 代表取締役並びに専任の宅地建物取引士に就任

自 年 月 日

職 歴 至 年 月 日 現在に至る

自 年 月 日

至 年 月 日 ※ 就職後のすべてを記入すること。

自 年 月 日

至 年 月 日

自 年 月 日

至 年 月 日

上記のとおり相違ありません。

令和 ××年 ○月 ○×日

氏 名 群 馬 太 郎

◇ 略さず詳しく記入してください。また、現在従事している場合は「現在に至る」と記入してください。

◇ 職歴は宅地建物取引業以外の業種に従事した場合も、略さず記入してください。

◇ 用紙中の登録番号は宅地建物取引士の登録番号のことです。宅地建物取引士の資格を有する者については、

専任の宅地建物取引士でなくても必ず登録番号を記入してください。

◇ 役員が専任の宅地建物取引士を兼ねているなどの場合、略歴については１枚で結構です。

◇ 氏名欄には略歴書に記載された本人の氏名を記名してください。

◇ 用紙が不足しそうな場合は、あらかじめコピーした用紙を追加してください。
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（作成例 ※外国人のみが提出する書面です）

誓 約 書

このたび、宅地建物取引業者免許の申請にあたり、次のとおり誓約します。

記

１ 成年被後見人及び被保佐人とみなされる者でない。

２ 破産者でない。

上記のとおり相違ありません。

年 月 日

地方整備局長

北 海 道 開 発 局 長 様

群 馬 県 知 事

住 所

氏 名
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【東京法務局の登記事項証明書について】

１．証明書申請書の提出先

《 郵 送 に よ る 場 合》

東京法務局 後見登録課

〒１０２－８２２６ 東京都千代田区九段南１－１－１５ 九段第２合同庁舎

電話 ０３－５２１３－１２３４（代表）／０３－５２１３－１３６０（ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ）

《 窓 口 に よ る 場 合》

前橋地方法務局 戸籍課 （群馬県の場合）

〒３７１－８５３５ 群馬県前橋市大手町２－３－１ 前橋地方合同庁舎４階

電話 ０２７－２２１－４４２０

※平成１７年１月３１日から全国の法務局・地方法務局の本局で証明書の発行ができるようになりました

本籍又は住所による管轄はありませんのでどこでも請求できます

２．証明書の交付申請手続き

（１）証明書の交付申請は、別紙書式による申請書用紙（注１）を用いて、窓口又は郵送の方法

により行うことができます。

①窓口申請・・・直接上記窓口へ提出

②郵送申請・・・返信用封筒（あて名を明記のうえ、返信用切手を貼付した長３サイズ

［23㎝×12㎝］のもの）を同封し、上記あて先へ送付

※郵便の往復及び証明書発行手続に要する日数を考慮して余裕をもって申請

してください。

（２）申請書には、１通につき３００円の収入印紙を貼付してください。

収入印紙は各中央郵便局・各家庭裁判所の最寄りの郵便局・法務局・地方法務局及び

その支局等で印紙売場が設置されているところで購入できます。

（３）証明事項のチェック欄は、「成年被後見人，被保佐人とする記録がない。」の事項にチェ

ックしてください。

（４）証明書は、申請書中の「証明を受ける方」欄の記載事項を自動読取装置で機械処置しますの

で、氏名（フリガナ）、生年月日、住所及び本籍（番号及び地番まで記入）を所定の枠内に黒

インクのボールペン又は万年筆で明瞭に記入してください。

（注１）証明は本籍も記入し、本籍地は身分証明書の本籍と一致させた上で証明を受けてください。

（注２）申請用紙は、法務局・地方法務局及びその支局等でも入手できます。

法務省ホームページよりダウンロードも可能です。

（法務省）http://www.moj.go.jp/ONLINE/GUARDIAN/7-1.html
（前橋地方法務局）http://houmukyoku.moj.go.jp/maebashi/static/kouken230526.htm

ご不明な点は上記東京法務局または最寄りの法務局・地方法務局にお問い合わせください。
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「登記されていないことの証明申請書」
（後見登記等ファイル用）

請求できるのは,本人,本人の配偶者または四親等内の親族です。
なお,代理の方が申請する場合は,該当する方からの委任状が必要です。

法務局
平成　　年　　月　　日申請

請求される方
（請求権者）

住　　　　所 収入印紙を
貼るところ

（フリガナ）

氏　　　　名 連絡先（電話番号　　　　　　　　　　　）
証明を受ける方との関係 □ 本人 □ 配偶者 □ 四親等内の親族 □ その他（ 　　　　　）

代 理 人
（上記の方から
頼まれた方）　

住　　　　所
（フリガナ）

氏　　　　名 連絡先（電話番号　　　　　　　　　　　）

返 送 先
（上記以外に証明書
の返信先を指定され
る場合に記入）

住　　　　所

宛　　　　先
※ 返信用封筒にも同一事項を必ず記入

添 付 書 類 □ 委任状（代理人が申請するときに必要。また、会社等法人の代表者が社員等の分を申請する時に社員等から代表者への委任状も必要）
□ 戸籍謄抄本等親族関係を証する書面（本人の配偶者・四親等内の親族が申請するときに必要）
□ 法人の代表者の資格を証する書面（法人が代理人として申請するときに必要）

（本人が請求する
場合は不要） 　

証 明 事 項
□ 成年被後見人，被保佐人とする記録がない。（後見・保佐を受けていないことの証明が必要な方）

□ 成年被後見人，被保佐人，被補助人とする記録がない。（後見・保佐・補助を受けていないことの証明が必要な方）

□ 成年被後見人，被保佐人，被補助人，任意後見契約の本人とする記録がない。（後見・保佐・補助・任意
　　　後見を受けていないことの証明が必要な方）

□ その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　）とする記録がない。（上記以外の証明を必要とする場合）

（いずれかの□に
チェックしてくだ
　さい）

請求通数 通
※請求通数は
　右詰めで記入
　してください。

証明を受ける方の
氏名のフリガナ　

㊞

㊞

必
ず
貼
っ
て
く
だ
さ
い
。

収 入

印 紙

　１通につき300円
※割印はしないでください。

◎証明を受ける方 この部分を複写して証明書を作成するため，字画をはっきりと，住所または本籍は番号，地番まで記入してください。

①氏　　名

②生年月日
明治 大正 昭和 平成

ま
た
は

西暦

年 月 日□ □ □ □ □

③住　　所

都 道 府 県 名 市 区 郡 町 村 名

丁 目　大 字　地 番

都 道 府 県 名 市 区 郡 町 村 名

④本　　籍

□ 国籍
丁 目　大 字　地 番（外国人は国籍を記入）

提出先から特に指定がない場合は，住所または本籍（外国人の場合は④に□し，正しい国籍名）のいずれかを記入してください。

記入方法：１．証明を受ける方の氏名のフリガナ欄は，例えば，　　　　　　　　　　　　　　　と左詰め（氏と名
　　　　　　　の間１字空き）でカタカナで記入してください。
　　　　　２．外国人は氏名欄に本国名（漢字を使用しない外国人はカタカナ）を記入してください。
　　　　　３．生年月日欄は，例えば，昭和に□し　　　　　　　年　　　　　月　　　　　日と右詰めで記入。
　　　　　４．郵送請求の場合は，返信用封筒（あて名を書いて，切手を貼ったもの）を同封し下記のあて先に送付
　　　　　　　してください。
申請書送付先：〒102- 8226 　東京都千代田区九段南1-1-15 　九段第２合同庁舎　東京法務局民事行政部後見登録課

１ １４ ０

ヤ マ ダ 　 タ ロ ウ

（登記所が　
記載します）

交付通数 交付枚数 手数料 受
付 年　　月　　日

交
付 年　　月　　日

02

本人確認資料
□請 求 権 者
□代 理 人 　
□運 転 免 許 証
□健 康 保 険 証
□パ ス ポ ー ト
□そ の 他　　　
（　　　　　　　）

㊟

㊟

   □ 封　　筒

   本 人 確 認 書 類 
  □ 請求権者  □ 代理人 
 
 
   □ 運 転 免 許 証 
   □ 健 康 保 険 証 
   □ パ スポ ー ト 
   □ （　　　　　　　）

記載例

記載例（　ア ）　本人が申請する場合
東京

　４２５   １

東京都千代田区九段南1丁目1番15号
コ ウ ケ ン　　ジ ロ ウ

後　見　　次　郎 ○後 
見

レ
03-5213-1360

 ※登記印紙も使用するこ
とができます。

※ 戸籍謄抄本，法人の代表者の資格を証する書面は,発行から３か月以内のもの

レ
（ 医師，歯科医師，薬剤師，宅建，産廃，貸金，風俗，古物，警備，建設業　など ）

（ たばこ販売業，入札関係，税理士，任意後見監督人の選任の申立（ 注）　など ）

（ 後見・保佐・補助開始　の審判の申立　など ）

（ 注）任意後見監督人の選任の申立の際，登記事項証明書のほかに本証明書も必要な場合があります。

１ コ　ウ　ケ　ン ジ　ロ　ウ

後　　見　　　次　　郎

レ ４ ０ １ １

東  京  都 千代田区

九段南1丁目1番15号

東  京  都

九段南１丁目１番地

千代田区

※ 後見・保佐・補助開始　の審判の申立などで家庭
裁判所に提出される場合は，本籍も記入してください。



添 付 書 類 ( ７ ) の 記 入 に つ い て

【個人申請の場合のみ】

記 入 例 添 付 書 類 (7)

資 産 に 関 す る 調 書

令和 ○年 ○月 ○日現在（Ａ４）

資 産 価 格 摘 要

資 産

現 金 預 金 ７，０００，０００円

有 価 証 券

未 収 入 金

土 地 ４０，０００，０００円

建 物 １０，０００，０００円

備 品 ３，５００，０００円

権 利 １５０，０００円

そ の 他

計 ６０，６５０，０００円

負 債

借 入 金 ３０，０００，０００円

未 払 金 ５００，０００円

預 り 金

前 受 金

そ の 他

計 ３０，５００，０００円

備 考

１ この調書は、個人の業者のみが記入すること。

２ 「権利」とは、営業権、地上権、電話加入権その他の無形固定資産をいう。

３ 価格の単位を記入すること。

（個人申請の場合のみ添付してください。）

◇ 資産とは、宅地建物取引業に関する資産に限らず、他の事業の用に供している資産及び私生活用の

資産も含む。

◇ 「年月日」は、免許申請日（更新を含む）前３ヶ月以内の時点で記入する。

◇ 「資産」の「土地」「建物」「備品」及び「権利」の欄は、時価で記入する。
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添 付 書 類 ( 8 ) の 記 入 に つ い て

添 付 書 類 (8)

宅地建物取引業に従事する者の名簿 （Ａ４）

１ ７ ０

受付番号 申請時の免許番号

＊ １ ０ （5） ２ ７ ２ ４ ３ 第一面と同じ

事務所コード

＊

事務所の名称 本 店

従 事 す る 者 ３ 名 うち専任の宅地建物取引士 １ 名

項番

61 業 務 に 従 事 す る 者

従業者証 主たる 宅地建物取引士
氏 名 生 年 月 日 性 別 であるか否かの

明書番号 職務内容 別

1 群 馬 太 郎 S 2 1 0 5 0 5 ①男2.女 870401 代表専任 ○[群馬 54321]

2 前 橋 花 子 S 2 5 1 1 0 3 1.男②女 870402 営 業 [ ]

3 佐 波 一 郎 T 1 3 0 2 1 1 ①男2.女 870403 営 業 [群馬 88888]

4 1.男2.女

＊ この用紙は事務所ごとに作成してください。
（用紙が不足しそうな場合はあらかじめコピーしてください。）

◇ 宅地建物取引業に従事する者について記入してください。その際、代表者は必ず記入してください。

◇ 氏名の欄には１マス１文字として漢字で記入してください。姓と名前との間は１マスあけてくださ
い。

◇ 従業者証明書番号は、新規申請の場合は空欄のまま提出してください。

※免許切れの場合→新規扱い ※組織替えの場合→更新に該当

免許有効期間内に従事者が増えた場合は、下記の要領にしたがって決めてください。

例）その１． Ａさん‥‥平成９年 ４ 月入社

１９９７ ０４ ”９７０４＊＊”となります。

・西暦の下２ケタと月の２ケタを従業者証明書番号の頭に使ってください。

・右上番号中の＊の部分は通し番号で記入してください。

その２． Ｂさん‥‥平成１８年 １０月入社

２００６ １０ ”０６１０＊＊”となります。

◇ 主たる職務内容については下記の要領にしたがって記入してください。

・代表取締役＝代表者、専任の宅地建物取引士＝専任、政令の使用人＝政令
・その他の者については、総務、営業、経理、企画等を記入してください。

◇ 宅地建物取引士であるか否かの別について

・専任の宅地建物取引士の場合は上記のように○印を記入し、その横に登録番号も記入してくださ
い。

・専任の宅地建物取引士でなくても宅地建物取引士の資格を有する者については、その登録番号
を記入してください。

２４



添 付 書 類 ( 5 ) の 記 入 に つ い て

記 入 例 添 付 書 類 (5) （Ａ４）

事務所を使用する権原に関する書面

事 務 所 の 所 有 者 が 申 請 者 と 異 な る 場 合
事 項 所 有 者

契 約 相 手 契 約 日 契 約 期 間 契 約 形 態 用 途

（事務所名） 令和元年

本店 ○×株式会社 ○× 令和元年 ５月１日

株式会社 より 賃貸借 事務所

（所 在 地） 代表取締役 代表取締役 ５月１日 令和５年

群馬県前橋市大手町 赤城 勤 赤城 勤 ４月３０日

一丁目１番１号 (自動更新)

（事務所名）

所有者と同じ場合は所有

（所 在 地） 者名、転貸借の場合は原

貸借者名を記入

（事務所名）

（所 在 地）

（事務所名）

（所 在 地）

（事務所名）

（所 在 地）

上記の記載内容について、事実と相違ないことを誓約します。

令和 ××年 ○月 ×○日

商号又は名称 株式会社 群馬県

氏 名 代表取締役 群 馬 太 郎

◇ 所在地の欄の記入で、所在地が賃貸借契約書、土地建物登記簿謄本等の地番と異なる場合には両方を併記してください。その

際、上段には申請書の第一面で記載した所在地を記載し、下段には地番を記入してください。ビルの一部の場合は階層も記入

してください。

◇ 事務所の所有者の欄には所有者を記入してください。所有者が法人の場合には代表取締役の氏名も必ず記入してください。

◇ 『事務所の所有者が申請者と異なる場合』の欄には、事務所所有者と申請者が異なる場合にのみ記入してください。

◇ 契約期間の欄には、契約上の契約期間が満了しており自動更新となっている場合には、「自動更新」と付記してください。

◇ 用途の欄には契約書上の用途を記入してください。

◇ 事務所の数が多く、一枚で書ききれない場合にはあらかじめコピーした用紙を追加して使用してください。

２５



８ ． 営 業 保 証 金 の 供 託 に つ い て

免許がされたら免許通知（ハガキ）が送られてきます。免許通知が届いたら、営業保証

金の供託手続きを（１）又は（２）により行ってください。

営業は手続きが完了した後でなければ開始できません。手続きが完了する前に営業を行

うと、業務停止･免許取消処分の対象となります。

（１）保証協会加入分担金の納入

（宅地建物取引業保証協会に加入して弁済業務保証金分担金を納入する）

宅地建物取引業保証協会（下記の２団体）は、国土交通大臣より指定された社団法

人で、社員（宅地建物取引業保証協会に加入した業者）に関してつぎの業務を行うこ

とが義務づけられています。

①宅地建物取引業にかかる苦情の解決

②宅地建物取引業に従事する業者に対する研修

③宅地建物取引業により生じた債権の弁済業務

（公社）全国宅地建物取引業保証協会 （公社）不動産保証協会
東京都千代田区岩本町 2 - 6 - 3 東京都千代田区紀尾井町3-30

（全宅連会館） （全日会館）

① 宅地建物取引業保証協会に加入し、弁済業務保証金分担金を納付してください。

納付すると、(２)の営業保証金の供託が免除されます。

主たる事務所 ６０万円
◇弁済業務保証金分担金の金額 の合計の金額

従たる事務所ごとに ３０万円

② 保証協会から県あてに弁済業務保証金が供託された旨の届出書が提出されます。

後日、免許証が交付（郵送）されます。

※宅地建物取引業保証協会の加入についての詳細は直接下記までお問い合わせください。

（公社）全国宅地建物取引業保証協会群馬本部 （公社）不動産保証協会群馬県本部

前橋市天川大島町１－４－３７ 前橋市新前橋町１９－２

ＴＥＬ ０２７－２４３－３３８８ ＴＥＬ ０２７－２５５－６２８０

２６



（２）営業保証金の供託

（直接自分で供託する）

① 営業保証金を供託所に供託する。

主たる事務所 １，０００万円
◇供託金額 の合計金額

従たる事務所ごとに ５００万円

◇供託する場所・・・主たる事務所を管轄する法務局

② 「営業保証金供託済届出書」を土木事務所に提出してください。

届出書が提出された後、免許証が交付（郵送）されます。

提出書類 ・営業保証金供託済届出書（様式第７号の６）……正副２枚

２８ページの記載例を参照して書類を作成してください。

・供託書……供託手続きが終了したあとに法務局から交付されます。

・供託書のコピー

※上記（１）又は（２）の手続きは、免許がおりてから３カ月以内に行ってください。

手続きを怠ると免許を取り消されることがあります。

※上記（１）又は（２）の手続きを行うまで、営業は開始できません。

手続き前に営業を行うと、業務停止・免許取消処分の対象となります。

更 新 の 場 合 の 免 許 証 の 交 付

免許がされたら、免許通知（ハガキ）と一緒に免許証が送られてきます。

更新日（現在の免許証の有効期限）より前に免許証が届いても更新日までは以前の免許

番号で業務を行ってください。

更新日になっても免許証が届かない場合は、免許が更新されるまでは、以前の免許番号

で業務を行うことができます。

２７



記入例

様式第七号の六（第十五条の五関係） （Ａ４）

４ １ ０

営業保証金供託済届出書
令和 ○ 年 ○ 月 ○ 日

地方整備局長

北 海 道 整 備 局 長 殿

群 馬 県 知 事

届出者 商号又は名称 株式会社 群馬県

郵 便 番 号 （371-8570）

主たる事務所の 群馬県前橋市大手町一丁目１番１号所 在 地

氏 名 代表取締役 群 馬 太 郎
（法人にあっては、代表者の氏名）

電 話 番 号 （０２７）２２３－１１１１

ﾌ ｧ ｸ ｼ ﾐ ﾘ 番 号 （０２７）２２３－××××

下記のとおり、宅地建物取引業に係る営業保証金を供託しましたので、供託物受入れの記載の

ある供託書の写しを添付して届け出ます。

受付番号 受付年月日 届出時の免許証番号

＊ ＊ １ ０ （１） ２ ７ ２ ４ ３

供託の原因 1.新規免許の取得（法第25条） 2.事務所の新設（法第26条）
3.不足額の発生（法第28条） 4.保管替え等（法第29条）

１ 5.宅地建物取引業保証協会の社員の地位の喪失（法第64条の15）
6.変換（差し替え）

供 託 番 号 供 託 年 月 日 供 託 所

1.金 ②.証 前橋地方 法務局 支局
R 元年度 第 8 8 8 8 8 号 令和元年 ○月 ×日

3.国 出張所

金 銭 の 場 合 の 供 託 額（円）

有 価 証 券 の 場 合 の 供 託 額 額面 １０，０００，０００ 円

有価証券の場合の営業保証金に充当される額（円） １ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０

振 替 国 債 の 場 合 の 供 託 額（円）

供 託 番 号 供 託 年 月 日
変更の場合には

年度 1.金 2.証 第 号 年 月 日
3.国

変換前の供託物
年度 1.金 2.証 第 号 年 月 日

3.国
に関する事項

年度 1.金 2.証 第 号 年 月 日
3.国

今回の供託に係 名 称 所 在 地
る事務所に関す
る事項

株式会社 群馬県 群馬県前橋市大手町一丁目１番１号

確認欄

＊

２８



９．宅地建物取引業者名簿登載事項変更届出等に必要な書類一覧

法人：○、個人：●

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

○ ○ ○

● ● ●

○ ○ ○ ○

● ●

○ ○ ○ ○ ○ ○

● ● ● ●

○ ○ ○ ○ ○ ○

● ● ● ●

○ ○ ○ ○ ○ ○

● ● ● ●

○ ○ ○

● ● ●

○ ○

● ●

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○

● ● ●

○ ○ ○

● ● ●

○ ○

● ● ●

○ ○ ○ ○

● ● ●

○ ○ ○ ○

● ● ●

○

●

○ ○ ○ ○

● ● ●
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 登記されていないことの証明書

就
任

就
任

退
任

退
任

就
任

退
任

1

専

任

宅

建

士

氏　　　　名

政

令

使

用

人

従たる事務所

（支店・営業所等）

設　置

事

務

所

廃
　
　
　
　
　
　
止

移
　
　
　
　
　
　
転

名
　
　
　
　
　
　
称

 事務所を使用する権原に関する書面

3  誓　約　書

 専任の宅地建物取引士の宅建士証の写し

代

　
　
表

　
　
者

役

　
　
　
　
　
　
員

就
任

退
任

政

令

使

用

人

専

任

宅

建

士

9

11

12

14

15

 戸籍の抄本又は戸籍の個人事項証明書

 法人の登記事項証明書（履歴事項全部証明書）

13

 事務所の写真

10

7  専任の宅地建物取引士設置証明書

4

2

6

5

代

 
表

 
者

役

　
　
　
員

政

令

使

用

人

専

任

宅

建

士

 略　歴　書

 身分証明書

 宅地建物取引業者名簿登載事項変更届出書

 案　内　図

商

　
　
号

・

名

　
　
称

主

た

る

事

務

所

の

所

在

地

 ポラロイド写真は不可
 鮮明にプリントされていれば、デジカメ写真可

 氏名の変更が確認できるもの
 ３ヶ月以内に発行されたもの

 変更があった事項及び変更があった者のみ記入する

初めて行く方でもわかるよう目標物等を記入する

 現在までの職歴を宅建業以外に従事した履歴も略さずに記入する

 本籍地の市区町村役場で交付を受けられる
 ３ヶ月以内に発行されたもの

 群馬県では、前橋地方法務局で交付を受けられる
 ３ヶ月以内に発行されたもの

注　意　事　項

　１．変更があってから３０日以内に届け出なければなりません

　２．提出部数：正本１部、副本（コピー可）１部

　３．提出先：本店を管轄する土木事務所総務係

 裏面もコピーして添付する

 ３ヶ月以内に発行されたもの
 変更事項や変更年月日等が確認できない場合は閉鎖謄本等が必要にな
る

 必要に応じて、賃貸契約書の写しや間取り図等の提出を求めることがある

－
　
2
9
　
－

16
 免許証郵送用の封筒
 （角形2号（240×332））

 ４7０円分の切手を貼付する
 表面に宛名、宛先を記入する

 現在有効の免許証の原本

 営業保証金を法務局に直接供託している業者
 供託書は、原本を確認後返還します

 宅地建物取引業免許書

 営業保証金供託済届出書
 供託書及び供託書の写し

 免許証書換交付申請書

変更事項等

必要書類



◆「名簿登載事項変更届出書」（第一面）の記入例

様式第三号の四（第五条の三関係） （Ａ４）
２ ３ ０

宅地建物取引業者名簿登載事項変更届出書
（第一面）

下記のとおり、宅地建物取引業者名簿の登載事項のうち、
(1)商号又は名称 (2)代表者又は個人 (3)役員 (4)事務所 (5)政令第２条の２で定める使用人
(6)専任の宅地建物取引士 について変更がありましたので、宅地建物取引業法第９条の規定により届け出ます。

令和 ○年 ○月 ○日

地方整備局長 履歴事項全部証明書に記載がなくても、必ずビ

北海道開発局長 殿 ル名・階層・棟番号・室番号まで記入すること

群 馬 県 知 事
届出者 商号又は名称 株式会社 群馬県

郵 便 番 号 （371-8570）
商号・主たる事務所・代表者 主たる事務所の 群馬県前橋市大手町一丁目１番１号
の変更の場合は変更後の内容 所 在 地 ○×ビル３階３４０１号
を記載して下さい。 氏 名 代表取締役 群 馬 三 郎

（法人にあっては、代表者の氏名）
電 話 番 号 （０２７）２２３－１１１１
ﾌ ｧ ｸ ｼ ﾐ ﾘ 番 号 （０２７）２２３－××××

受付番号 受付年月日 届出時の免許証番号

＊ ＊ １ ０ （５） ２ ７ ２ ４ ３

項番 ◎商号又は名称

11 変 更 年 月 日 年 月 日

変 フ リ ガ ナ

更

後 商 号 又 は 名 称

変 フリガナ 確認欄
更
前 商号又は名称 ＊

◎代表者又は個人に関する事項 変更区分

12 変 更 年 月 日 Ｒ ０ １ 年 ０ ５ 月 ０ １ 日 １ 1.就退任

役 名 コ ー ド ０ １ 2.氏 名
変

登 録 番 号 １ ０ １ １ １ １ １ １

更 フ リ ガ ナ ク ゛ ン マ サ フ ゛ ロ ウ

氏 名 群 馬 三 郎
後

生 年 月 日 Ｓ ３ ０ 年 ０ ６ 月 ２ ３ 日

変 更 年 月 日 Ｒ ０ １ 年 ０ ５ 月 ０ １ 日

役 名 コ ー ド ０ １
変

登 録 番 号 １ ０ ０ ５ ４ ３ ２ １

更 フ リ ガ ナ グンマ タロウ

氏 名 群 馬 太 郎 確認欄
前

生 年 月 日 Ｓ ２ １ 年 ０ ５ 月 ０ ５ 日 ＊

（例）取締役として届出していた三郎が、代表取締役に就任し、宅建部門の代表者に５月１日に就任。 一面・二面両方に

代表者として届出していた太郎が、５月１日に退任し、取締役として今後も留任する。 記載が必要。

３０



◆ 同（第二面）の記入例

（第二面）

２ ４ ０

受付番号 届出時の免許証番号

＊ １ ０ （５） ２ ７ ２ ４ ３

項番 ◎役員に関する事項（法人の場合） 変更区分

21 変 更 年 月 日 Ｒ ０ １ 年 ０ ５ 月 ０ １ 日 １ 1.就退任

役 名 コ ー ド ０ ２ 2.氏 名
変

登 録 番 号 １ ０ ０ ５ ４ ３ ２ １

更 フ リ ガ ナ ク ゛ ン マ タ ロ ウ

氏 名 群 馬 太 郎
後

生 年 月 日 Ｓ ２ １ 年 ０ ５ 月 ０ ５ 日

変 更 年 月 日 Ｒ ０ １ 年 ０ ５ 月 ０ １ 日

役 名 コ ー ド ０ ２
変

登 録 番 号 １ ０ １ １ １ １ １ １

更 フ リ ガ ナ ク ゛ ン マ サ フ ゛ ロ ウ

氏 名 群 馬 三 郎 確認欄
前

生 年 月 日 Ｓ ３ ０ 年 ０ ６ 月 ２ ３ 日 ＊

変更区分

21 変 更 年 月 日 Ｒ ０ １ 年 ０ ５ 月 ０ １ 日 １ 1.就退任

役 名 コ ー ド ０ ２ 2.氏 名
変

登 録 番 号

更 フ リ ガ ナ ク ゛ ン マ コ ゛ ロ ウ

氏 名 群 馬 五 郎
後

生 年 月 日 Ｓ ４ ８ 年 １ ０ 月 ０ １ 日

変 更 年 月 日 Ｈ ３ １ 年 ０ ４ 月 ３ ０ 日

役 名 コ ー ド ０ ２
変

登 録 番 号 １ ０ ９ ９ ９ ９ ９ ９

更 フ リ ガ ナ サ ワ イ チ ロ ウ

氏 名 佐 波 一 郎 確認欄
前

生 年 月 日 Ｔ １ ３ 年 ０ ２ 月 １ １ 日 ＊

（例）取締役就任･･･群馬 五郎（令和元年５月１日）

取締役退任･･･佐波 一郎（平成３１年４月３０日）

３１



◆ 同（第三面）の記入例

（第三面）

２ ５ ０

受付番号 届出時の免許証番号

＊ １ ０ （５） ２ ７ ２ ４ ３

項番

30 事 務 所 の 別 ２ 1.主たる事務所 2.従たる事務所 ＊ 事務所コード

マエバシテン
事 務 所 の 名 称 前 橋 店

変更区分

1.新設・廃止
２

2.名称・所在地
◎事務所に関する事項

31 変 更 年 月 日 Ｒ ０ １ 年 ０ ５ 月 ０ １ 日

事 務 所 の 別 ２ １．主たる事務所 ２．従たる事務所 ＊ 事務所コード

事 務 所 の 名 称 前 橋 店
変

郵 便 番 号 ３ ７ １ ８ ５ ７ ０

更 所在地市区町村コード １ ０ ２ ０ １ 群馬 都道府県 前橋 市郡区 区町村

大 手 町 一 丁 目 １ 番 １ 号
所 在 地

後

電 話 番 号 ０ ２ ７ － ２ ２ ３ － １ １ １ １

従 事 す る 者 の 数 ３

変 更 年 月 日 Ｒ ０ １ 年 ０ ５ 月 ０ １ 日

変 事務所の名称 前橋店 確認欄
更
前 所 在 地 前橋市天川大島町１－１－１ ＊

◎政令第２条の２で定める使用人に関する事項 変更区分
1.就退任

32 変 更 年 月 日 Ｒ ０ １ 年 ０ ５ 月 ０ １ 日 １
2.氏 名

登 録 番 号 １ ０ ６ ６ ６ ６ ６ ６
変

フ リ ガ ナ マ エ ハ ゛ シ ヒ ロ シ
更

氏 名 前 橋 広 日
後

生 年 月 日 Ｓ ３ ０ 年 ０ ５ 月 １ ０ 日

変 更 年 月 日 Ｒ ０ １ 年 ０ ５ 月 ０ １ 日

登 録 番 号 １ ０ ７ ７ ７ ７ ７ ７
変

フ リ ガ ナ タカサキ シロウ
更

氏 名 高 崎 四 郎 確認欄
前

生 年 月 日 Ｓ ２ ５ 年 １ ０ 月 ０ ５ 日 ＊

３２



◆ 同（第四面）の記入例

（第四面）

２ ６ ０

受付番号 届出時の免許証番号

＊ １ ０ （５） ２ ７ ２ ４ ３

項番

30 事 務 所 の 別 １ 1.主たる事務所 2.従たる事務所 ＊ 事務所コード

事 務 所 の 名 称 本 店

◎専任の宅地建物取引士に関する事項 変更区分
1.就退任

41 変 更 年 月 日 Ｒ ０ １ 年 ０ ５ 月 ０ １ 日 １
2.氏 名

登 録 番 号 １ ０ １ １ １ １ １ １
変

フ リ ガ ナ グンマ サブロウ
更

氏 名 群 馬 三 郎
後

生 年 月 日 Ｓ ３０ 年 ６ 月 ２３ 日

変 更 年 月 日 Ｒ ０ １ 年 ０ ５ 月 ０ １ 日

変 登 録 番 号 １ ０ ０ ５ ４ ３ ２ １
確認欄

更 フ リ ガ ナ グンマ タロウ

前 氏 名 群 馬 太 郎 ＊

変更区分
1.就退任

41 変 更 年 月 日 年 月 日
2.氏 名

登 録 番 号
変

フ リ ガ ナ
更

氏 名
後

生 年 月 日 年 月 日

変 更 年 月 日 年 月 日

変 登 録 番 号

更 フ リ ガ ナ 確認欄

前 氏 名 ＊

３３



◆「免許証書換え交付申請書」の記入例

様式第三号の二（第四条の二関係） （Ａ４）
２ １ ０

宅地建物取引業者免許証書換え交付申請書

宅地建物取引業者免許証の記載事項に下記のとおり変更を生じましたので、宅地建物取引業
法施行規則第４条の２の規定により、宅地建物取引業者免許証の書換え交付を申請します。

令和 ○年 ○月 ○日

地方整備局長

北海道開発局長 殿

群 馬 県 知 事
申請者 商号又は名称 株式会社 群馬県

郵 便 番 号 （371-8570）
主たる事務所の

群馬県前橋市大手町一丁目１番１号
所 在 地
氏 名 代表取締役 群 馬 三 郎
（法人にあっては、代表者の氏名）
電 話 番 号 （０２７）２２３－１１１１
ﾌ ｧ ｸ ｼ ﾐ ﾘ 番 号 （０２７）２２３－××××

受付番号 受付年月日 届出時の免許証番号

＊ ＊ １ ０ （５） ２ ７ ２ ４ ３

変 更 に 係 る 事 項 変 更 後 変 更 前 変 更 年 月 日

（フ リ ガ ナ）

商 号 又 は 名 称

（フ リ ガ ナ） グンマ サブロウ グンマ タロウ
令和元年５月１日

代 表 者 氏 名 群 馬 三 郎 群 馬 太 郎

主 た る 事 務 所 の

所 在 地
確認欄

＊

※変更があった箇所のみ記載する。

※免許証を添付すること。

※返信用封筒（角２封筒に宛先明記の上、４７０円分の切手を貼付）を添付すること。

３４





様式第十号の二（第十九条関係）

標 識

宅地建物取引業者票

この標識は、宅地建物取引業者としての免許の主要な内容とこの場所で行うこととし

ている業務の内容を表示しています。

国土交通大臣
免 許 証 番 号 （ ） 第 号

知事

年 月 日から
免 許 有 効 期 間

年 月 日まで

商 号 又 は 名 称 上
以

代 表 者 氏 名 ㎝
８

主たる事務所の所在地 電話番号（ ） － ４

業 務 の 態 様 案 内 等

この場所におけ

取 り 扱 う 宅 地 名 称

る 業 務 の 内 容

建 物 の 内 容 所在地

この場所においてした契約等については、宅地建物取引業法第37条の2の規定による

クーリング・オフ制度の適用があります。

３５㎝以上

備 考
本標識中の次の文言は２センチメートル四方以上の大きさの文字で表示すること。
「この場所においてした契約等については、宅地建物取引業法第37条の2の規定による

クーリング・オフ制度の適用があります。」

様式第十一号（第十九条関係）

標 識

宅地建物取引業者票

この標識は、宅地建物取引業者としての免許の主要な内容とこの場所で分譲する宅地

建物の内容を表示しています。

国土交通大臣
免 許 証 番 号 （ ） 第 号

知事

年 月 日から
免 許 有 効 期 間

年 月 日まで

上

代 表 者 氏 名 以
㎝

主たる事務所の所在地 電話番号（ ） － ５
０

商 号 又 は 名 称 １

現 況 地 目 及 び 宅 地 山 林
地 目 別 面 積 農 地 その他

道 路 位 置 指 定 年 月 日
年 月 日 第 号

及 び 番 号

建 築 確 認 年 月 日
年 月 日 第 号

及 び 番 号

７０㎝以上

３６



様式第十一号の二（第十九条関係）
標 識

宅地建物取引業者票（代理・媒介）

この標識は、宅地建物取引業者としての免許の主要な内容とこの場所で分譲する宅地
建物の内容を表示しています。

国土交通大臣
免 許 証 番 号 （ ） 第 号

知事

年 月 日から
免 許 有 効 期 間

年 月 日まで

商 号 又 は 名 称 上
以

代 表 者 氏 名 ㎝
５

この場所に置かれている ４

専任の宅地建物取引士の氏名

主たる事務所の所在地 電話番号（ ） －

業 務 の 態 様 契約の締結・契約の申込みの受理等
この場所におけ

取 り 扱 う 宅 地 名 称
る 業 務 の 内 容

建 物 の 内 容 所在地

商号又 免許証 国土交通大臣
売 主 （ ）第 号

は名称 番 号 知事

３５㎝以上

備 考
本標識を掲示すべき場所が宅地建物取引業法施行規則第16条の5に該当しない場所にお

いては、標識中に次の文言を２センチメートル四方以上の大きさの文字で表示すること。
「この場所においてした契約等については、宅地建物取引業法第37条の2の規定による

クーリング・オフ制度の適用があります。」

様式第十一号の三（第十九条関係）
標 識

宅地建物取引業者票（代理・媒介）

この標識は、宅地建物取引業者としての免許の主要な内容とこの場所で分譲する宅地
建物の内容を表示しています。

国土交通大臣
免 許 証 番 号 （ ） 第 号

知事

年 月 日から
免 許 有 効 期 間

年 月 日まで

商 号 又 は 名 称 上
以

代 表 者 氏 名 ㎝
３

主たる事務所の所在地 電話番号（ ） － ５

業 務 の 態 様 案 内 等
この場所におけ

取 り 扱 う 宅 地 名 称
る 業 務 の 内 容

建 物 の 内 容 所在地

商号又 免許証 国土交通大臣
売 主 （ ）第 号

は名称 番 号 知事

この場所においてした契約等については、宅地建物取引業法第37条の2の規定による
クーリング・オフ制度の適用があります。

３５㎝以上

備 考
本標識中の次の文言は２センチメートル四方以上の大きさの文字で表示すること。
「この場所においてした契約等については、宅地建物取引業法第37条の2の規定による

クーリング・オフ制度の適用があります。」

３７



様式第十二号（第十九条関係） （Ａ４）

届 出 書

宅地建物取引業法第５０条第２項の規定により、下記の場所について、下記の事項を届け出ます。

年 月 日

地方整備局長

北海道開発局長 殿

知事

商 号 又 は 名 称

国土交通大臣
免 許 証 番 号 （ ）第 号

知事

代 表 者 氏 名

１
名 称

所 届出の対象となる案内所、

在 展 示 会 等 の 場 所
所在地

地 電話番号

業 務 の 種 別 (1) 売買 (2) 交換 (3) 代理 (4) 媒介

２ 業 務 の 態 様 (1) 契約の締結 (2) 契約の申込みの受理

売主である宅地建物取引 (商号又は名称) 国土交通大臣
業 （ ）第 号

業者の商号又は名称等 知事

務 名 称
物

取 り 扱 う

の 件 所 在 地

宅 地 建 物
の

内 宅 地 区画 敷地面積の合計 ㎡

の 内 容 等 種

容 戸 建 住 宅 戸 延べ面積の合計 ㎡
類

等 区分所有建物 戸 延べ面積の合計 ㎡

３ 業務を行う期間 年 月 日 から 年 月 日 まで

氏 名 登 録 番 号

４ 専任の宅地建物

取引士に関する事項

－３８－



備 考

１ 「１ 所在地」関係

「届出の対象となる案内所、展示会等の場所」の欄は、規則第６条の２各号に該当

する場所の名称、所在地及び電話番号を記入すること。

２ 「２ 業務の内容」関係

① 「業務の種別」の欄は、届出をしようとする者が行おうとする業務の内容につい

て該当するものの番号を○で囲むこと。

② 「業務の態様」の欄は、案内所、展示会等（以下「案内所等」という。）の場所

で行う業務の態様について該当するものの番号をすべて○で囲むこと。

③ 「売主である宅地建物取引業者の商号又は名称等」の欄は、届出をしようとする

者が売主の場合にあつては共同で売主となる者を、代理又は媒介をしようとする者

の場合にあつては取り扱う物件の売主業者の「商号又は名称」及び「免許証番号」

をすべて記入すること。

３ 「４ 専任の宅地建物取引士に関する事項」関係

案内所等に派遣するすべての専任の宅地建物取引士の氏名及び登録番号を記入する

こと。

(注)

・業務を行う場所を管轄する都道府県知事に提出してください。

大臣免許又は他の都道府県知事免許を受けている業者の場合は、

３部提出する。（正２、副１）

・届出書は、業務開始日が届出の日から中１０日以降の日となるように

提出してください。

・添付書類‥‥‥ 案内図（取扱う物件と案内所が分かる広告でもよい。）

物件概要が分かるもの

３９



■廃業等届出書について

◆必要書類等

１．廃業等届出書

２．宅地建物取引業免許証（原本）

３．その他確認用の書類（下表「添付書類」欄参照）

届出事由の生じた日

【免許の失効日】

自主廃業した日

【届出日】

死亡の事実を知った日

【死亡した日】

破産決定の日

【届出日】

自主廃業した日

【届出日】

合併消滅した日

【合併消滅した日】

破産決定の日

【届出日】

解散した日

【届出日】

解散した日

【届出日】

〔注１〕合併された旨の記載があるもの。

〔注２〕精算結了された旨の記載があるもの。

◆提出部数
　
　正本１部、副本（コピー可）１部

◆提出先

　本店を管轄する土木事務所総務係

　下表の「廃業の理由」に該当することとなった場合、「届出人」は届出事由の生じた日から３０日以内に、届
け出なければなりません。

法
　
人
　
業
　
者

廃止 代表者

・廃業等届出書に押印（宅建業免許申請
　時に使用した印鑑）をしない場合は、
　届出人が本人であることが確認できる
　書類の写し（マイナンバーカード、運
　転免許証等の顔写真があるもの）

合併による消滅 代表者であった者

清算人

手続中

破産

個
　
人
　
業
　
者

廃止 本人

区分

解散

結了後

破産管財人

添　付　書　類

・廃業等届出書に押印（宅建業免許申請
　時に使用した印鑑）をしない場合は、
　届出人が本人であることが確認できる
　書類の写し（マイナンバーカード、運
　転免許証等の顔写真があるもの）

相続人

・履歴事項全部証明書〔注１〕
　（法人登記簿謄本）

・破産決定書の写し

・履歴事項全部証明書
　（法人登記簿謄本）

・履歴事項全部証明書〔注２〕
　（法人登記簿謄本）

・戸籍謄本
　（死亡･相続の確認ができるもの）

・破産決定書の写し

死亡

破産管財人破産

廃業の理由 届出人



   －４１－ 

様式第三号の五（第五条の五関係） 
                                                       （A４）                            

２ ７ ０ 

廃  業  等  届  出  書 
 
 

宅地建物取引業法第 11 条第１項の規定により、下記のとおり届け出ます。 

 
 
                                              年  月  日 

 
 
 

     
 
       

殿 群 馬 県 知 事
  

 
 届出者  住  所                      

                                     

 氏  名                       

 

 受 付 番 号             受 付 年 月 日                届出時の免許証番号                                       

               １ ０ （   ）       
 
 

届 出 の 理 由 １．死 亡  ２．合併による消滅 ３．破 産 ４．解 散 ５．廃 止 

商 号 又 は 名 称  

氏 名 
（法人にあっては、 
代 表 者 の 氏 名 ） 

 

主たる事務所の所在地  

届出事由の生じた日  

宅地建物取引業者と 
届 出 人 と の 関 係 １．相続人  ２．元代表役員 ３．破産管財人 ４．清算人 ５．本 人 

 
＊添付書類：宅地建物取引業者免許 

＊ ＊ 

確認欄 
＊ 



土 木 事 務 所 等 一 覧 表

事 務 所 名 所 在 地 ・ 電 話 番 号 掌 管 区 域

群馬県県土整備部 前橋市大手町1-1-1(県庁舎２２階)

住宅政策課 5０２７（２２６）３５２５（直通）

宅 建 業 係 5０２７（２２３）１１１１（代表）

前橋土木事務所 前橋市上細井町２１４２－１ 前橋市

（前橋合同庁舎内）

総 務 係 5０２７（２３４）４２２４

高崎土木事務所 高崎市台町４－３ 高崎市

（高崎合同庁舎内）

総 務 係 5０２７（３２２）４１８６

渋川土木事務所 渋川市金井３９５ 渋川市

（渋川合同庁舎内）

総 務 係 5０２７９（２２）４０５５ 榛東村、吉岡町

藤岡土木事務所 藤岡市下栗須１２４－５ 藤岡市

（藤岡合同庁舎内）

総 務 係 5０２７４（２２）２１５６ 神流町、上野村

富岡土木事務所 富岡市田島３４３－１ 富岡市

（富岡合同庁舎内）

総 務 係 5０２７４（６３）２２５５ 下仁田町、南牧村、甘楽町

安中土木事務所 安中市安中３７１１－１ 安中市

総 務 用 地 係 5０２７（３８２）１３５０

中之条土木事務所 吾妻郡中之条町大字中之条町709-1 中之条町、長野原町、嬬恋村、草津町、

総 務 係 5０２７９（７５）３０４７ 高山村、東吾妻町

沼田土木事務所 沼田市薄根町４４１２ 沼田市

（利根沼田県民局庁舎内）

総 務 係 5０２７８（２４）５５１１ 片品村、川場村、昭和村、みなかみ町

伊勢崎土木事務所 伊勢崎市安堀町２４７－１ 伊勢崎市

総 務 係 5０２７０（２５）４０１０ 玉村町

太田土木事務所 太田市西本町６０－２７ 太田市

（太田合同庁舎内）

総 務 係 5０２７６（３２）２３４５

桐生土木事務所 桐生市相生町２－３３１ 桐生市

（桐生合同庁舎内）

総 務 係 5０２７７（５３）０１２１ みどり市

館林土木事務所 館林市栄町２３－１ 館林市

板倉町、明和町、千代田町、大泉町、

総 務 係 5０２７６（７２）４３５５ 邑楽町

４２



市 区 町 村 コ ー ド 表 （ 群 馬 県 ）

１０ 群馬県

１０２０１ 前 橋 市 １０３４４ 榛 東 村 １０４２９ 東吾妻町

１０２０２ 高 崎 市 １０３４５ 吉 岡 町 １０４４３ 片 品 村

１０２０３ 桐 生 市 １０３６６ 上 野 村 １０４４４ 川 場 村

１０２０４ 伊勢崎市 １０３６７ 神 流 町 １０４４８ 昭 和 村

１０２０５ 太 田 市 １０３８２ 下仁田町 １０４４９ みなかみ町

１０２０６ 沼 田 市 １０３８３ 南 牧 村 １０４６４ 玉 村 町

１０２０７ 館 林 市 １０３８４ 甘 楽 町 １０５２１ 板 倉 町

１０２０８ 渋 川 市 １０４２１ 中之条町 １０５２２ 明 和 町

１０２０９ 藤 岡 市 １０４２４ 長野原町 １０５２３ 千代田町

１０２１０ 富 岡 市 １０４２５ 嬬 恋 村 １０５２４ 大 泉 町

１０２１１ 安 中 市 １０４２６ 草 津 町 １０５２５ 邑 楽 町

１０２１２ みどり市 １０４２８ 高 山 村

４３


